


































































































































籍する｣という原則)についても､憲法裁判所の判断((1) 5名の多数意見､ (2) 2名の
補足意見)が詳細に検討される｡ここでは､違憲とする理由が例外規定の不備にあると解
する多数意見の立場と､男女平等や個人の氏名権の侵害ととらえる補足意見の立場の違い
が示された上で､補足意見が支持されている｡それは､単純に父と母の氏のいずれを選択
するかという問題ではなく､民法のこの規定が韓国社会における父系血統主義を象徴する
ものだからである｡
本論文はまた､ 2005年の韓国民法改正についても､戸主制廃止などによって改正韓国
民法上の｢家族｣の概念に変更を迫るものであっただけでなく､ ｢.個人別身分登録制｣に
まで進んだ点に注目している｡
(6)上記のように､本論文は､これまで男女差別の観点から認識されてきた諸問題を､
平等を論じるより以前の個々人のより根本的な｢権利｣侵害の問題として捉えなおすこと
によって､差別の実態と構造の問題を明らかにしつつ､問題解決方向を展望しうることを
示すことで､ジェンダー平等実現にとっての｢人権アプローチ｣の有効性を主張するo法
には､あくまでも個々人の行動様式を一般化して規定しなければならないという限界があ
るため､差異と多様性を有する個々人のすべての観点を反映することができるわけではな
いが､しかし､硬直したカテゴリ-や集団の序列化を､ ｢人権アプローチ｣を通して批判
し､個々人のアイデンティティの形成､そしてジェンダ-によって差別されない権利を法
によって保障してゆくことが重要であると､本論文は主張する｡
論文審査結果の要旨
本論文は､第-に､日本ではまだあまり研究されていない韓国憲法のジェンダー平等に
関する規定(平等､人間の尊厳､家族に関する11条､ 10条､ 36条)に関する知見を踏ま
えて､これに対応する日本の憲法14条､ 13条､ 24条の諸規定の意義と法的性格､関連す
る憲法訴訟の状況を明らかにした､貴重な比較憲法研究の成果であるといえる｡
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従来の日本の憲法学において､日本国憲法13条の｢個人の尊重｣は､近代立憲主義の
核心を掲げたものとして､日本国憲法の根本原理としての地位が与えられてきたが､近時
では､家族に関する24条2項において｢個人の尊厳と両性の本質的平等｣が掲げられて
いることに注目する見解が有力になりつつある｡この見解は､ 24条2項の｢個人の尊厳と
両性の本質的平等｣に､旧憲法下における｢家｣制度との決別を示す特殊日本的な意味合
いを兄いだそうとするo　このような観点からすれば､日本の憲法学が､歴史的にも深い関
わり合いを有している韓国憲法学の成果にもっと注目して然るべきであったと言えるが､
この点に関して十分な検討を行ってきたとはいえない｡その意味で､有益な示唆に富んだ
韓国の幸福追求権規定や家族保護規定の内容や構造を明らかにした本論文は､日本の憲法
学における憲法13条､ 24条研究にとっても重要な｢比較憲法研究｣の成果として､大き
な評価を与えることができよう｡
また､第二に､本論文は､フェミニズム法理論からジェンダー法理論への展開を踏まえ､
あらたなジェンダー法学理論の手法を駆使した研究であり､ジェンダ-法学の観点からも
大きな意義を有するものとして､高い評価を与えることができる｡
第三に､ジェンダー平等を実現するための人権論ないしジェンダー法学における方法論
として､従来の｢平等アプローチ｣よりも｢人権アプローチ｣の方が有効であることを論
証したものであり､いわゆるジェンダー人権論､ジェンダー憲法学の理論的成果としても､
貴重な論文となっている｡
第四に､家族をめぐる憲法の規定や民法の規定を検討対象にすることで､人権アプロー
チの有効性を家族の嶺域における諸問題を素材として論証した点でも貴重である｡とくに
韓国の憲法裁判所の戸主制違憲判決の論理を詳細に分析し､両性平等原則違反のみならず､
子の身分関係上の問題点を明らかにしたことは重要な成果であるo
以上の四点は､本格的なジェンダー法学理論および憲法理論への展開を期待させるもの
であるが､さらに､日本と韓国の憲法･民法の学説､最高裁判所･憲法裁判所判例につい
ての詳細な基礎研究をふまえつつ､多くの資料を渉猟して丹念な分析を加えることによっ
て､判例理論の比較研究の成果を示している点でも､本論文は､博士の学位を与えるにふ
さわしいものと評価できる｡
反面､このような大きな広がりをもった論文を,留学生として言語等の制約の中で執筆
したことから､それぞれの論究においては､一層詳細な分析にもとづいて記述することが
望ましいと思われる点も少なくないo
例えば､第一に､第一章で検討されるフェミニズム法理論やジェンダ-法理論と､現実
の憲法学説や最高裁判例理論とのギャップの大きさからして､第二章以降の検討との接合
的理解が必ずしも容易ではないという問題がある｡もとより､この点は､日本においてジ
ェンダー法学が十分に展開しているとは言い難い現状に起因しているため､本論文そのも
のの欠点と言うことはできないであろう｡
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第二に､日本および韓国の憲法規定の比較に際しては､両国憲法の制定過程における
種々の特殊性が影響を与えている点(とくに日本国憲法では､アメリカを中心とするGH
Qないいしマッカーサー草案の影響､これに対して韓国では､日本の旧植民地としての日
本国憲法の影響などがあった)が十分に記述されていないという問題もある｡もし､両国
の特殊事情に由来する憲法規範上の特色や相違点が､大きな歴史的､比較憲法的な構想の
もとで描かれたならば､比較憲法研究の成果としては一層意義が大きかったといえる｡ま
た､日本では､ ｢個人の尊厳｣と｢人間の尊厳｣との異同について検討されてきたが､こ
の点についての考究がなされていない｡この点も含めて､今後に期待したい｡
さらに第三に､個人の尊重､平等､家族をめぐる比較研究の基礎･素材の非対称性の問
題がある｡すなわち､日本国憲法13､ 14､ 24条をめぐる日本の最高裁判所判決や憲法学
説の立場はきわめて保守的であり､違憲審査基準についても緩やかな合理性の基準を採用
した合憲判決が多い｡これに対して､例えば､韓国の最高裁判所では､より厳格な基準に
基づいて違憲判決を数多く出していることが注目されるが､その素材は.たとえば戸主制
であり､日本国憲法下ですでに廃止された制度である｡もしこの制度が現存して憲法訴訟
が提起された場合には､日本でも違憲判決がだされる可能性が大きいことからしても､比
較研究の点では限界があるという印象を禁じ得ない｡さらに､両国の違憲審査制度の構造
の相違についても､十分な論及がなされる必要があろう｡韓国の憲法裁判所と日本の最高
裁判所における違憲審査制度上の相違を踏まえた議論ができれば､日本と韓国の比較憲法
研究としても一層の厚みがでたであろうと考えられる｡
しかし､これらの諸点は､いずれも､むしろ今後の研究によって補うことが適切な内容
でもある｡
本論文は､大きな構想のもとで明確な問題意識に基づいて､ジェンダー平等実現のため
の憲法上の権利をめぐる日本と韓国の憲法学説･法制度､憲法判例を丹念に研究し､日本
と韓国の憲法学研究､ジェンダー法研究にとっても有益な大きな一石を投じるものである
点で高く評価されるものであり､博士の学位論文にふさわしいものであると認められる｡
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